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１　はじめに

　この数年間で AI は一気に身近な存在になった。い
まや職場でも日常でも AI が話題に上らない日はな
い。AI の能力の高さを示すエピソードも相次いでい
る。たとえば，国内最難関とされる東京大学理科三類
の 2025 年度入試問題を，AI に解かせたところ，合格
最低点を上回ったという報告がある 1）。また，米国の
医師国家試験でも，AI が合格ラインをクリアした 2）。
　AI が最近の新技術だと思っている人も多いかもしれ
ないが，AI の歴史は実は長い。「人工知能（Artificial 
Intelligence）」という言葉が初めて使われたのは 1956
年，米国ダートマス大学で開かれた研究会だったとさ
れる。長い研究史を持つ AI が，近年になって社会の
前面に躍り出たのである。
　では，なぜ AI が研究者の世界を超えて一般に広
がったのか。大きな転機は，2022 年に米 OpenAI が
ChatGPT を公開したことだろう。公開からわずか 5
日で利用者は 100 万人を突破し，2025 年 10 月には 8
億人（世界人口の約 1 割）を超えた。携帯電話やイン
ターネットの普及と比べても，その速度は際立ってい
る 3）。
　AI がもたらすメリットが語られる一方で，懸念も
同時に強まっている。最大の関心は雇用への影響だろ
う。AI によって仕事が失われるのではないか，とい
う不安である。
　AI によって実現できる技術の代表例である自動運
転を考えれば，その不安は直感的に理解しやすい。米
国では自動運転タクシーがすでに公道を走行してお
り，SNS や YouTube には体験動画も多く，目にした
読者もいるのではないか。もし運転が完全に自動化さ
れれば，ドライバー職への影響は避けられない。
　実際，米国では業績が好調な局面でも，AI 導入を
理由にホワイトカラーの削減を進める企業が増えてい

る。将来への不安から，配管工や大工といった技術職
を目指す職業訓練校の入学者数が増えたという報告も
ある。
　そこで本稿では，「AI の進展で人は仕事を失うのか」
という問いを正面から取り上げ，考えていきたい 4）。

２　古くて新しい問題

　新技術が雇用を奪うのではないかという懸念は，
AI に限ったものではない。銀行の窓口が ATM に置
き換えられたときや，空港のチェックインが自動化さ
れたときにも，同様の不安は繰り返し語られてきた。
さらに歴史を遡れば，産業革命期のイギリスで起きた

「ラッダイト運動」に行き着く。新技術が雇用を奪う
のかどうかは，古くて新しい問いなのである。
　経済学でも，技術進歩が雇用に与える影響は長く研
究されてきた。理論的には，技術進歩は失業を「増や
す」こともあれば，「減らす」こともある。
　まず，失業を増やすメカニズムとして知られている
のが，シュンペーターの「創造的破壊」である。新技
術の登場により，旧来の産業や企業が競争力を失い，
退出を余儀なくされる。その過程で労働者が職を失う
可能性がある。
　この考え方を理論的に発展させたのが，コレー
ジュ・ド・フランスのアギヨン教授とブラウン大学の
ホーウィット教授である。彼らの理論によれば，新し
い技術が登場すると，それまで利益を上げていた古い
技術を使う企業は競争力を失い，やがて淘汰される。
そして，その企業で働いていた労働者は職を失い，失
業状態に陥る 5）。
　一方で，技術進歩は雇用を生み出す力も持つ。新技
術によって生産性が高まれば，将来得られる利益も増
えると期待される。企業はこの「将来の利益」を見込
んで，設備投資を行い，新たに人を雇おうとする。こ
うして求人が増え，失業者が仕事を見つけやすくな
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る 6）。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスのピ
サリデス教授は，サーチ・マッチング理論と呼ばれる
枠組みを用いて，このプロセスを分析した 7）。
　このように理論的には，技術進歩が失業を増やす場
合と減らす場合の両方が考えられる 8）。では，データ
は何を示しているのだろうか。
　技術進歩そのものを直接データで測ることは容易で
はない。多くの実証研究では，「経済成長率」や「労
働生産性」などを技術進歩の代理変数として用いてき
た。技術革新が進めば，企業や労働者の生産性が高ま
り，結果として経済全体が成長する。こうした考え方
に基づき，経済成長と失業率の関係を分析すること
で，「技術進歩は雇用を減らすのか，それとも増やす
のか」という問いに間接的にアプローチしてきた。
　初期の研究では，経済成長率（あるいは生産性上昇
率）と失業率の間に明確な関係は見いだされなかっ
た 9）。しかし，その後の研究は，両者の間に負の関
係，すなわち成長や生産性の上昇が失業率の低下と結
びつく傾向を示すケースが多い 10）。少なくとも長期
的に見て，技術進歩が恒常的に失業を増やすという明
確な証拠は乏しい，というのがこれまでの研究から得
られる大まかな結論である。

３�　AI は職場にどのような変化をもたらしてい
るのか

　では，AI も過去の技術革新と同じように，長期的
には失業を増やさないのだろうか。この問いを考える
うえで，まず押さえておくべきなのは，「AI は，これ
までの技術とは何が違うのか」という点である。
　従来の技術革新は，主として肉体労働や単純作業を
代替してきた。蒸気機関は筋力を，コンピュータは計
算作業を，人間に代わって担うようになった。これに
対して，AI，とりわけ生成 AI は，文章作成，調査・
要約，発想支援など知的作業を行う。人間の専売特許
とみなされてきた領域に踏み込んでいるため，多くの
人が「今回は違う」と感じている。
　さらに，今後は人間と同等の汎用的な能力を持つ
AGI（汎用人工知能）や，それを上回る ASI（人工超
知能）が登場する可能性も議論されている 11）。こうし
た将来像が語られることで，AI が雇用に与える影響
について，過去以上に強い関心と不安が生じている。
　雇用への影響を考える第一歩は，遠い将来を想像す
ることではない。まず，現在の AI が，実際の職場で

どのように使われ，どのような変化をもたらしている
のかを確認することが重要である。近年，経済学で
は，AI 導入の効果を実際のデータを用いて検証する
実証研究が急速に蓄積されつつある。
　代表例が，生成 AI をコールセンター業務に導入し
た研究である。スタンフォード大学のブリニョルフソ
ン教授らは，企業のカスタマーサポート部門に，生成
AI を活用したチャット支援ツールを導入し，その影
響を分析した 12）。このツールは，顧客とのチャットを
リアルタイムで補助し，返信案を提示するが，最終判
断は人間が行う。導入時期が部署ごとに異なっていた
ため，導入部署と未導入部署を比較することで，AI
の効果を比較的自然な形で検証することができた。
　結果は，生成 AI を利用したオペレーターでは，1
時間あたりの対応件数が平均で約 15％向上した。処
理時間の短縮や同時対応数の増加，問題解決率の改善
などが，その背景にある。興味深いのは，効果が一様
ではなかった点だ。最も大きな改善が見られたのは，
経験の浅いオペレーターやスキルの低いスタッフだっ
た。AI のサポートを受けることで，彼らはベテラン
に近い成果を上げられるようになった。一方で，熟練
者に対する効果は限定的で，場合によっては応対品質
がわずかに低下するケースも観察された。
　さらに，AI 導入後には，顧客からの強いクレーム
や現場の担当者だけでは対応しきれず，上司や責任者
に判断を仰ぐ必要があるケースも少なくなり，新人の
離職率が大幅に改善したと報告されている。AI は作
業効率を高めただけでなく，職場のストレスを軽減
し，働きやすさにも影響を与えた可能性がある。
　次に，より幅広い知的作業を扱う研究を見よう。マ
サチューセッツ工科大学のノイ氏とチャン氏は，文章
作成という一般的なビジネススキルにおいて，Chat 
GPT がもたらす効果を検証した 13）。研究では，大学
教育を受けた 453 人の中堅プロフェッショナルを対象
に，マーケティング文書や報告書，ビジネスメールな
ど，実務でよく直面する文章作成タスクを課した。参
加者はランダムに 2 つのグループに分けられ，一方の
グループのみが ChatGPT の利用を許された。
　結果として，ChatGPT を利用したグループでは，
作業時間が平均で約 40％短縮され，成果物の品質も
約 18％向上した。ここでも，改善効果はもともとパ
フォーマンスが低かった参加者ほど大きく，結果とし
てパフォーマンス格差が縮小した点が特徴的である。
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　また，多くの参加者が AI の出力をほぼそのまま用
いていたことも明らかになっている。AI が生成した
文章に編集を加えた参加者も一定数存在したが，その
編集に要した時間は平均で数分程度にとどまってい
た。つまり，多くの参加者は，文章作成の大部分を AI
に委ね，人間は最終的な確認や微調整を行う役割を
担っていたのである。さらに，ChatGPT を使ったグ
ループでは，その後も AI の利用が定着した。ChatGPT
は「試しに使って終わるツール」ではなく，実際の業
務に自然に組み込まれていく力を持つことが示唆さ
れる。
　日本を対象とした研究もある。東京大学の渡辺安虎
教授らは，東京都内のタクシー業界で導入された AI
ナビゲーションシステムの効果を分析した 14）。このシ
ステムは時間帯や位置情報から需要が高まりそうな地
域を AI が予測し，「次にどこへ行けば乗客を拾いや
すいか」という判断をドライバーに提示する。AI ナ
ビを利用したドライバーでは，空車での走行時間が平
均して約 7％短縮され，特に経験の浅いドライバーで
は売上が 14％向上した。一方で，熟練ドライバーに
とっては，もともと判断能力が高かったため，AI に
よる追加的な効果は限定的だった。

４　AI が雇用に与える影響

　次に，AI が雇用に与える影響を，よりマクロの視
点から見ていこう。メディアやネット上で「AI に仕
事を奪われる」という言葉を耳にする機会は，この
10 年ほどで格段に増えた。こうした雇用不安が広が
る契機となった研究の 1 つが，2013 年にオックス
フォード大学のフレイ博士とオズボーン教授が発表し
た論文である 15）。
　彼らは，米国労働省の職業情報データベース

「O*NET」に登録された 702 職種について，AI やロ
ボットによる自動化リスクを定量的に評価した。その
結果，米国の雇用の約 47％が，高い確率で自動化さ
れるリスクにあると結論づけられた。この分析手法は
日本にも応用され，日本の労働人口の約 49％が従事
する職業が「自動化される可能性が高い」とされた 16）。
　もっとも，これらの研究には重要な前提と限界が
ある。
　第一に，評価単位が「タスク」ではなく「職業」
だった点である。実際の仕事は，複数のタスク（仕事
を構成する小さな作業）から成り立っているが，彼ら

は，個々のタスクではなく，職業ごとに自動化確率を
推計した。これは，「あるタスクが自動化される可能
性」と「その職業が消える可能性」をまとめて扱う強
い仮定であり，その後の批判の核心となった。
　第二に，推計の作り方に，主観的判断が入りうる点
である。研究チームはまず，専門家の議論に基づいて
70 の職業を「自動化しやすい／しにくい」に分類し，
その特徴を統計モデルに学習させたうえで，他の職業
の自動化リスクを推定した。この方法では，最初のラ
ベル付けに含まれる偏りや，その時点の技術認識の限
界が，推計結果に反映されうる。
　AI やロボットなどによる機械化が雇用に与える影
響を考える際，近年の経済学で重要になっているのが

「タスク」に着目する視点である。たとえば大学教員
の仕事には，教科書を読む，スライドを作る，講義を
する，学生の質問に答える，試験を作る，採点する，
といった複数のタスクが含まれる。1 つの職業は，こ
うしたタスクの組み合わせでできている。
　この視点を明確に押し出したのが，マサチューセッ
ツ工科大学のアセモグル教授と，ボストン大学のレス
トレポ講師による一連の研究である 17）。彼らの出発
点は，「自動化とは人間が担ってきたタスクを，機械
が代替できる範囲が広がること」である。したがっ
て，どの職業が消えるかを一足飛びに論じるのではな
く，どのタスクが置き換わり，残るタスクの価値がど
う変わるのか，そして新しいタスクが生まれるのか，
を丁寧に追う必要がある。
　職業単位の推計をタスク単位に見直した研究もあ
る 18）。OECD 加盟国を対象とした大規模就業調査の
データを用い，「職業」ではなく，労働者が実際に
行っているタスクの組み合わせ，すなわち「仕事内容

（ジョブ）」のレベルで自動化リスクを再評価してい
る。その結果，従来の方法では米国で高リスクの仕事
が 38％とされていたのに対し，実際に高リスクと評
価される仕事は 9％にとどまることが示された。
　生成 AI についても，タスク単位で影響を測ろうと
する研究が現れている。たとえば，OpenAI とペンシ
ルベニア大学の研究者たちによる共同研究では，1000
を超える職種に含まれるタスクごとに，AI が作業時
間をどの程度短縮しうるかを評価している 19）。
　現行の AI の能力だけを前提にすると，「業務の半分
以上が影響を受ける」職業は全体の 1.8％にとどまり，
影響は限定的に見える。もっとも，これは AI を単体
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のツールとして捉えた場合の評価にすぎない。メール
作成や資料要約，会議記録の整理など，AI と連携し
て動く業務支援ツールが普及した状況を想定すると，
影響を大きく受ける職業の割合は 46％へと一気に高ま
ると推計されている。同じ AI でも，「単体」か「業
務環境に組み込まれた姿」かで影響が変わる点が重要
である。
　IMF も，AI が世界の雇用に与える影響について独
自の推計を行い，世界全体の雇用の約 40％が，AI の
影響を受ける可能性を示している 20）。先進国では AI
の影響を受ける雇用が約 60％に達する一方，新興国
は約 40％，低所得国は 26％にとどまる。先進国ほど
知的労働が多く，AI が高度な認知タスクや知的業務
に浸透しやすいことが，従来の機械化とは異なる逆転
現象を生んでいる。
　もっとも，「AI に影響される仕事」のすべてが負の
影響を受けるわけではない。IMF は，先進国では AI
の影響の約半分が「仕事を助ける（補完）」形で現れ，
生産性向上やスキルアップにつながりうる一方，残り
の半分は「代替」のリスクを含み，賃金低下や失業と
いった負の影響をもたらしうる，と整理している。
　では，経済理論の観点から，雇用はどのようなメカ
ニズムで変化するのだろうか。整理すれば，AI が雇
用に与える影響は，自動化によるタスクの代替という
雇用を押し下げる力と，生産性向上に伴う効率化や需
要・投資の拡大，新しい仕事や産業の創出といった雇
用を押し上げる力という，3 つのチャネルを通じて現
れる。現実の雇用は，これらが同時に働いた合成結果
として決まる。
　ここで，AI（やロボット）が雇用に与える影響を
理解するうえで重要な概念を紹介したい。「代替の弾
力性」である。平たく言えば，「企業にとって，人か
ら機械へ乗り換えやすいか」を示す指標だ。AI の性
能が少し上がっただけで，企業が人を減らし機械に切
り替えるなら，その仕事は代替されやすい（代替の弾
力性が高い）。逆に，AI が進化しても人が不可欠な
ら，弾力性は低い。
　筆者と名古屋大学の工藤教孝教授との共同研究で
は，この「乗り換えやすさ」には閾値が存在しうるこ
とを示した 21）。平常時は緩やかな変化に見えても，閾
値を超えた途端に，雇用喪失や賃金低下が急に広がる
局面がありうる。近年の米国データを分析すると，こ
の閾値が低下している兆候も見られる。これは，過去

よりも現在の方が，技術進歩に対して人間の仕事が置
き換えられやすくなっている可能性を意味している。
　さらに，別の共同研究では，AI の影響は労働者の

「移動のしやすさ」によって大きく異なることが示さ
れた 22）。産業や職種の垣根を越えて柔軟に移動でき
る経済では，AI がもたらすマイナスの影響が小さく，
むしろプラスが大きくなる。たとえば，あるタスクが
AI で代替されても，別の仕事へ早く移れるなら，雇
用全体の痛みは抑えられる。逆に，転職に時間や費用
がかかり，再教育の機会が限られる場合，失職者は長
く仕事に戻れない。技術革新は長期失業という形で生
活を脅かしかねない。
　この点は日本にとって極めて重要だ。日本の労働市
場は国際的に見て流動性が低く，一度職を離れると再
就職のハードルが高い傾向がある 23）。したがって，
AI 時代の雇用を考えるうえでは，労働移動の円滑化
が大きな課題となる。AI に適応できる社会の仕組み
づくりが，いま強く求められている。

５　注目されるシナリオ・プランニング

　AI をめぐる議論が難しい最大の理由は，AI 自体の
進歩がきわめて不確実なことにある 24）。これから AI
がどの程度発展するのか，また，それに伴って社会や
経済がどのように変化するのかについて，現時点で明
確な見通しを持つことは難しい。
　こうした状況で有益なのが「シナリオ・プランニン
グ」という考え方である。不確実性を前提に，複数の
シナリオを描き，それぞれの世界では何が起こりうる
のか，どのような備えが有効なのかを考える手法だ。
　このアプローチを AI の文脈で用いているのが，
バージニア大学のコリネック教授である。コリネック
教授は，AI の進化スピードと社会実装の深さの組み
合わせによって，経済成長，雇用，賃金が異なる軌道
をたどりうると示す 25）。ポイントは，AI の影響が一
方向ではないことだ。同じ AI でも，補完として働く
局面が長く続くのか，それとも代替が早期に広がるか
で，労働市場の姿は大きく変わる。
　多くのシナリオに共通するのは，AI の進化ととも
に生産が増えやすい点である。AI は業務の効率を高
め，意思決定を迅速化し，研究開発やサービス提供の
コストを下げることで，経済全体の生産力を押し上げ
やすい。一方で，賃金や雇用の動きはより複雑で，
AI が人間の仕事をどの程度「補完」するのか，どの
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に宮本（近刊）がある。

 5）Aghion and Howitt（1994, 1997）。
 6）この効果は「資本化効果」と呼ばれる。
 7）Pissarides（2000）。
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20 年で現れる可能性に警鐘を鳴らしている。

12）Brynjolfsson, Li and Raymond（2025）。
13）Noy and Zhang（2023）。
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16）フレイ・オズボーン（2015）。
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18）Arntz, Gregory and Zierahn（2017）。
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20）Cazzaniga et al.（2024）。
21）Kudoh and Miyamoto（2025a）。
22）Kudoh and Miyamoto（2025b）。
23）たとえば，Miyamoto（2025）や工藤・宮本（2025）を参照。
24）2024 年には，G7 が AI と経済・金融政策をめぐる専門家

会合を開催し，AI の技術的進展に加え，AI が社会や経済に
どのような形で組み込まれていくのかについて，大きな不確
実性がある点が重要な論点として指摘された（https://www. 
dt.mef.gov.it/en/news/2024/rapporto_G7.html）。

25）Korinek（2023），Korinek and Suh（2024）。
26）Korinek and Juelfs（2023）。
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程度「代替」するのかに強く依存する。
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６　結　語
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　私たちが問うべきなのは，「どんな未来が来るのか」
という受け身の予測ではない。「どんな未来をつくる
のか」「AI 時代に，人はどう働き，どう生きるのか」
という主体的な問いである。不確実な未来に備える最
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け，働き方を更新していくこと，その積み重ねこそ
が，AI 時代の雇用と社会の姿を決めていくのである。
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